


第１１ 移動タンク貯蔵所 

１１４ 

第１１ 移動タンク貯蔵所 

（危政令第１５条） 

 

１ 区分等 

⑴ 移動タンク貯蔵所は、貯蔵形態、危険物の種類に応じ、技術上の基準の適用が法令上、

次のように区分される。 

 

第11－１表 各種の移動タンク貯蔵所に適用される基準 

区            分 危 政 令 危 規 則 

積載式以外のもの 15条1項 
 

 
アルキルアルミニウム等 15条1項＋4項 24条の7・24条の8 

アセトアルデヒド等 15条1項＋4項 24条の7・24条の9 

ヒドロキシルアミン等 15条1項＋4項 24条の7・24条の9の2 

積 載 式 の も の 15条1項＋2項 24条の5 

 アルキルアルミニウム等 15条1項＋2項＋4項 24条の7・24条の8 

アセトアルデヒド等 15条1項＋2項＋4項 24条の7・24条の9 

ヒドロキシルアミン等 15条1項＋2項＋4項 24条の7・24条の9の2 

給 油 タ ン ク 車 15条1項＋3項 24条の6 

国際海事機関が採択した危険物の運送に関する

規程に定める基準に適合する移動タンク貯蔵所 

15条1項＋2項＋4項＋

5項 

24条の5・24条の8・

24条の9・24条の9の

2・24条の9の3 

 

⑵ 移動タンク貯蔵所の種類（危政令第２条第１項第６号関係）【昭48.3.12 消防危第45号

通知、昭62.5.26 消防危第48号通知、平6.5.9 消防危第41号通知、平9.3.26 消防危第32

号通知】 

移動タンク貯蔵所の種類としては、第11－１図に示すように、単一車形式のもの（一般

にタンクローリーと称されているもの）、被けん引車形式のもの（一般にセミトレーラー

と称されているもの）があり、その各々に積載式以外のものと積載式のもの（タンクコン

テナを積載するもの）がある。したがって、次のように区分される。 
 
 
                             
             
                  
             
                              
            
                             
 
                 
 
                             
                    

移動タンク貯蔵所 

単一車形式 

被けん引車形式 

積載式以外 

積 載 式 

積載式以外 

積 載 式 
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ア 単一車形式で積載式以外の移動タンク貯蔵所の例 

   例１                  例２ 

 

 

 

 

 

 

 

イ 単一車形式で積載式の移動タンク貯蔵所の例 

   例１                  例２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 被けん引車形式で積載式以外の移動タンク貯蔵所の例 

   例１                  例２ 

 

 

 

 

 

 

 

エ 被けん引車形式で積載式の移動タンク貯蔵所の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11－１図 移動タンク貯蔵所の種類 

 

（注）第11－２図に示すものは、移動タンク貯蔵所として認められないものである。積載式の

ものも同様である。 
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  例１ 

 

 

 

 

 

  例２                    例３ 

 

 

 

 

 

  例４ 

 

 

 

 

 

 

 例５ 

 

 

 

 

 

 例６ 

 

 

 

 

 

  例７ 

 

 

 

 

 

第11－２図 移動タンク貯蔵所に該当しない車両の形式 
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⑶ 移動タンク貯蔵所において、貯蔵することができる危険物以外の物品は第７「屋外タン

ク貯蔵所」１⑵の例による。【平10.3.16 消防危第26号通知】 

 

２ 規制範囲 

移動タンク貯蔵所とは、車両（被けん引自動車におっては、前車軸を有しないものであっ

て、当該被けん引自動車の一部がけん引自動車に載せられ、かつ、当該被けん引自動車及び

その積載物の重量の相当部分がけん引自動車によってささえられる構造のものに限る。）に

固定されたタンクにおいて危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所をいい、１車両ごととする。

ただし、積載式移動タンク貯蔵所は、交換タンクを含む。 

 

３ 許可数量の算定 

危規則第２条に定めるタンクの内容積の計算方法及び危規則第３条のタンクの空間容積

の計算方法により、最大貯蔵数量を算定する。したがって、道路運送車両法上の最大積載

重量を液体比重の軽い危険物で算定した場合、道路運送車両法上の積載可能な容量と消防

法の許可数量が合致しない場合があっても差し支えない。 

 

例１ タンク容量3,600リットル、最大積載重量2,700キログラムの車両に第１石油類（ガ

ソリン）、第２石油類（灯油・軽油）、第３石油類（重油）を積載し、積載重量の算

定に第１石油類（ガソリン）を用いた場合 

 

品名 比重 消防法上積載可能容量 道路運送車両法上積載可能容量 

ガソリン 0.75 3,600リットル 3,600リットル 

灯 油 0.80 3,600リットル 3,375リットル 

軽 油 0.85 3,600リットル 3,176リットル 

重 油 0.93 3,600リットル 2,903リットル 

 

例２ タンク容量4,000リットル、最大積載重量3,200キログラムの車両に、第２石油類

（灯油・軽油）を積載し、積載重量の算定に第２石油類（灯油）を用いた場合 

 

品名 比重 消防法上積載可能容量 道路運送車両法上積載可能容量 

灯 油 0.80 4,000リットル 4,000リットル 

軽 油 0.85 4,000リットル 3,764リットル 
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例３ タンク容量4,000リットル、最大積載重量3,400キログラムの車両に、第２石油類

（灯油・軽油）を積載し、積載重量の算定に第２石油類（軽油）を用いた場合 

 

品名 比重 消防法上積載可能容量 道路運送車両法上積載可能容量 

灯 油 0.80 4,000リットル 4,000リットル 

軽 油 0.85 4,000リットル 4,000リットル 

 

４ 位置、構造及び設備の基準 

⑴ タンクの内容積、空間容積（危政令第５条、危規則第２条及び第３条関係） 

タンクの内容積及び空間容積の算出について留意すべき事項は、次のとおりである。 

ア 内容積 

(ｱ) 内容積は、第23「危険物施設の完成検査前検査」１⑶により求める。 

(ｲ) 防波板、間仕切板等の容積については、内容積の計算にあたって除かないものである。 

(ｳ) 移動貯蔵タンク内部に加熱用配管等の装置類を設けるタンクにあっては、これらの

装置類の容積を除くものである。 

(ｴ) タンクの胴長は、第11－３図に示すところにより算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11－３図 タンクの胴長のとり方 

 

イ 空間容積 

(ｱ) タンクの空間容積は、タンクの内容積の５パーセント以上10パーセント以下とされ

ているが、貯蔵する危険物の上部に水を満たして移送する移動タンク貯蔵所の場合は、

その水が満たされている部分は、タンクの空間部分とみなすものである（例えば、二

硫化炭素の移動タンク貯蔵所が該当する。）。 

(ｲ) 道路運送車両法上の積載可能な容量（※）は、危険物の品名により変わることとな

り、空間容積が規定以上となる場合、又は複数のタンク室が存する移動貯蔵タンクで



第１１ 移動タンク貯蔵所 

１１９ 

は空室になる場合等が予想されるが、消防法的には問題が生じないものである。【平

10.10.13消防危第90号質疑】 

 

例１ タンク室が複数の場合 

 

 

空 
 

室 

     

    

 

 

例２ 単一室に複数の危険物を貯蔵する場合 

（比重の軽い危険物を積載重量の算定に用いた場合） 

比重の軽い危険物（例 灯油）の場合の空間容積（５～10％） 

比重の重い危険物（例 重油）の場合の空間容積（10％以上） 

 

 

 

 

 

例３ 単一室に複数の危険物を貯蔵する場合 

（比重の重い危険物を積載重量の算定に用いた場合） 

空間容積５～10％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

空間容積10％以上 空間容積５～10％ 
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※ 「自動車検査業務等実施要領について（依命通達）」（昭和36年11月25日付 

け自動第880号）別添「自動車検査業務等実施要領」 

４－４１－４ 危険物を運送するタンク自動車にあっては、タンクの容積（0.9 

    0から0.95までの数値を乗ずるものとする。）に次表の積載物品名に対応する比重 

を乗じて得た数値を積載物品の重量として用いるものとする。 

この場合において、危険物の類別が、消防法の規定に基づく同一類別の範囲内 

において、複数の品目の危険物を運送するタンク自動車として消防法の規定に基 

づき設置の許可を受けたタンク自動車にあっては、タンクの容積に当該設置許可 

書に記載されている設置許可の品目のいずれかの品目で算出した数値を積載物品 

の重量として用いることができるものとする。 

 

 

（比重表（例示）） 

積載物品名 比重 積載物品名 比重 

第４類 

第１石油類 

ガソリン 

アルコール類 

アルコール 

酢酸エステル類 

酢酸エチル 

 

 

0.75 

 

0.80 

 

0.90 

第２石油類 

灯油 

軽油 

酢酸 

第３石油類 

重油 

第４石油類 

潤滑油 

 

0.80 

0.85 

1.06 

 

0.93 

 

0.95 

 

 

⑵ タンク検査済証（正）（副）（危政令第８条の２第７項、危規則第６条の４第２項関係） 

ア 危規則様式第14のタンク検査済証の表示、材質、寸法等については、次のとおりである。 

(ｱ) タンク検査済証（正）（副）における「検査行政庁」の表示は、検査を実施した行

政庁の名称を都道府県名、市町村名、消防組合名等で記載する。ただし、タンク検査

済証（副）に限り、検査行政庁を管轄する都道府県名を記載することができる。 

(ｲ) 検査圧力の欄には、圧力タンク以外にあっては「70KPa」で、圧力タンクにあって

は検査圧力を「KPa」の単位で表す。 

(ｳ) タンク検査済証（副）の金属板の材質等は次によるものとする。 

ａ 板の材質は、真ちゅうその他これと同等以上の耐食性を有する金属とし、厚さ

は0.5ミリメートル以上とする。 

ｂ タンク検査済証（副）は、第11－４図に示す斜線部をエッチング加工とする。 

ｃ 検査圧力、検査番号及び検査年月日の記入は、刻印とする。 
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                  検 査 圧 力         KPa 

                  検 査 番 号  

                  検  査  年  月  日     年  月  日 

 

 

 

 

第11－４図 タンク検査済証（副）の寸法 

 

（注） １ このタンク検査済証（副）の文字の大きさは、次のとおりとする。 

     ⑴ 「タンク検査済証」の１文字の大きさは、概ね６ミリメートル平方とし、文字

と文字の間には、概ね１ミリメートルの間隔をとる。 

     ⑵ 「検査年月日」、「検査圧力」、「検査番号」及び「年月日」の１文字の大き

さは、概ね2.5ミリメートル平方とする。 

     ⑶ 「検査行政庁」の１文字の大きさは、概ね５ミリメートル平方とする。 

２ この図中、斜線部分以外の部分及び斜線部分内の文字は浮き上りとし、その色は、

真ちゅう地色とする。 

    ３  斜線部分以外の部分の文字及び間線は、掘り下げとし、その色は、黒色とする。 

 

イ 取付位置 

タンク検査済証（副）の取付位置は、第11－５図に示すように、タンク後部鏡板の中

央下部（積載式移動タンク貯蔵所で移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するものにあ

っては、側面のタンクフレーム等見やすい位置）とする。ただし、保温若しくは保冷を

するタンク又はタンク後部にろ過器、ホースリール等の附属装置を設けることにより第

11－５図に示す取付位置では見やすい位置とならないタンクにあっては、第11－６図に

示すように取り付けるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11－５図 タンク検査済証（副）取付位置 

タンク検査済証○副  
取付座 

タンク後部鏡板 

タンク検査済証 

岩見沢地区消防事務組合 
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例１ 保温又は保冷のタンクの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

例２ 保温又は保冷のタンクの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例３ タンク後部に附属装置を設けるタンクの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

例４ 積載式移動タンク貯蔵所で移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するものの場合 

    （箱枠の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11－６図 特殊構造のタンクのタンク検査済証（副）取付位置 
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ウ 取付方法 

(ｱ) タンク検査済証（副）は、第11－７図に示すように、平形又は溝形の取付座を所定

の位置に溶接し、これにタンク検査済証（副）をリベット又は接着剤等により強固に

取り付けるものであること。ただし、前記イのただし書によりタンクに取り付ける場合

は、取付座を省略することができるものである。 

 

例１ 平形取付座の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

  例２ 溝形取付座の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11－７図 タンク検査済証（副）の取付方法 

 

(ｲ) タンク検査済証取付座は、次のものを標準とする。 

ａ 大きさは、80×60ミリメートル以上とする。 

ｂ 取付座の厚さは、平形のものにあっては６ミリメートル以上、溝形のものにあっ

ては2.3ミリメートル以上の金属板とする。 

⑶ タンクの水圧試験（危政令第15条第１項第２号関係） 

タンクは、気密に造り、かつ、圧力タンク以外のタンクは70キロパスカル以上の圧力で、

圧力タンクは最大常用圧力の1.5倍の圧力でそれぞれ10分間行う水圧試験に合格するもの

である。 

ア 水圧試験の方法 

タンクの水圧試験は、各タンク室のマンホール上面まで水を満たし、所定の圧力を加

えて行う。この場合、間仕切りを有する移動貯蔵タンクの水圧試験は、移動貯蔵タンク

のすべてのタンク室に同時に所定の圧力をかけた状態で実施し、漏れ又は変形がないこ

とを確認すれば足りる。 
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イ 圧力タンクと圧力タンク以外のタンクの区分 

圧力タンクとは、最大常用圧力が70／1.5（＝46.7）キロパスカル以上の移動貯蔵タ

ンクをいい、圧力タンク以外のタンクとは最大常用圧力が70／1.5（＝46.7）キロパス

カル未満の移動貯蔵タンクをいう。 

ウ タンク試験中の変形 

水圧試験中に生じてはならない変形とは永久変形をいい、加圧中に変形を生じても圧

力を除けば加圧前の状態に回復するものは、ここでいう変形に該当しないものである。 

⑷ 位置の基準 

ア 危政令第15条第１項第１号に規定する常置場所は、屋外、屋内に係わらず防火上安全

な場所であるとともに、次による。 

(ｱ) 屋外に常置する場合は、周囲に0.5メートル以上の空地を有した場所とする。◆ 

(ｲ) 火気設備から当該施設まで２メートル以上の水平距離を保つものとする。◆ 

(ｳ) 屋内に常置する場合で他の車両と共有する車庫の場合は、当該施設部分を耐火構造

又は不燃材料で造った壁で完全に区画すること。◆ 

(ｴ) 屋内に常置する場合は、当該施設の周囲に0.5メートル以上の空間を保つものとす

る。◆ 

イ 同一敷地内において複数の移動タンク貯蔵所を常置する場合にあっては、移動タンク

貯蔵所の台数が敷地面積又は建築面積に対して適正であること。◆ 

⑸ 危政令第15条第１項を適用する移動タンク貯蔵所 

ア タンクの構造（危政令第15条第１項第２号及び第３号及び８号関係） 

移動貯蔵タンクの構造について留意すべき事項は、次のとおりである。 

(ｱ) 圧力タンク以外のタンクの材質及び板厚 

ａ タンクは、厚さ3.2ミリメートル以上の鋼板（ＪＩＳＧ3101 一般構造用圧延鋼材

ＳＳ400）又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で気密に造る。 

なお、ＳＳ400以外の金属板で造る場合の厚さは、次の計算式により算出された

数値（小数点２位以下の数値は切り上げる。）以上で、かつ、2.8ミリメートル以

上のものとする。 

 

 

         3  400 × 21 

      ｔ＝   × 3.2 

             σ×Ａ 

          ｔ：使用する金属板の厚さ（ｍｍ） 

          σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ/ｍｍ2） 

          Ａ：使用する金属板の伸び（％） 

 

ｂ 最大容量が20キロリットルを超えるタンクを、アルミニウム合金板で造る場合の

厚さは、ａで求めた値に1.1を乗じたものとする。 
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（参考１） 

   １ 計算例：引張強さ490Ｎ/ｍｍ2の高張力鋼板を使用する場合の板厚 

     上記計算式により、σ＝490、Ａ＝22であるから 

 

          3  400 × 21 
      ｔ＝   × 3.2 ＝ 2.95 
            490 × 22 

従って、板厚の必要最小値は3.0ミリメートルとなる。 

２ ＳＳ400以外の金属板を用いる場合の板厚の例 

材 質 名 ＪＩＳ記号 
引張強さ 

（Ｎ/ｍｍ2） 
伸 び 
（％） 

計算値 
（ｍｍ） 

板厚の必要最小値 
（ｍｍ） 

20kl以下 20kl超 20kl以下 20kl以超 

ステンレス鋼板 

ＳＵＳ304 520 40 2.37  2.8 2.8 

ＳＵＳ304Ｌ 480 40 2.43  2.8 2.8 

ＳＵＳ316 520 40 2.37  2.8 2.8 

ＳＵＳ316Ｌ 480 40 2.43  2.8 2.8 

アルミニウム 

合 金 板 

Ａ5052Ｐ－Ｈ34 235 7 5.51 6.07 5.6 6.1 

Ａ5083Ｐ－Ｈ32 305 12 4.23 4.65 4.3 4.7 

Ａ5083Ｐ－Ｏ 275 16 3.97 4.37 4.0 4.4 

Ａ5083Ｐ－Ｈ112 285 11 4.45 4.89 4.5 4.9 

Ａ5052Ｐ－Ｏ 175 20 4.29 4.72 4.3 4.8 

アルミニウム板 Ａ1080Ｐ－Ｈ24 85 6 8.14 8.96 8.2 9.0 

溶 接 構 造 用 

圧 延 鋼 材 

ＳＭ490Ａ 490 22 2.95  3.0 3.0 

ＳＭ490Ｂ 490 22 2.95  3.0 3.0 

高 耐 候 性 

圧 延 鋼 材 
ＳＰＡ－Ｈ 480 22 2.97  3.0 3.0 

 備考 表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張強さ、伸び等についての試験結

果証明書により確認する。 

 

(ｲ) 圧力タンクの材質及び板厚 

圧力タンクは、厚さ3.2ミリメートル以上の鋼板（ＪＩＳＧ3101 一般構造用圧延鋼

材ＳＳ400）又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で気密に造り、かつ、常

用圧力の１.5倍の水圧試験に合格するものである。 

     なお、ＳＳ400以外の金属板で造る場合の厚さは、(ｱ)ａに準じて算出するものであ

る。 

(ｳ) タンク本体の応力集中防止措置 

被けん引車形式の移動タンク貯蔵所のタンク（積載式のタンクの箱枠構造のものを

除く。）で第11－８図の斜線部分には、著しく応力集中を生じるおそれのある附属物

を設けないものである。 

 



第１１ 移動タンク貯蔵所 

１２６ 

 

 

 

 

 

 

 

第11－８図 

 

イ 安全装置（危政令第15条第１項第４号、危規則第19条第２項関係） 

安全装置について留意すべき事項は、次のとおりである。 

（注）安全装置は、移動貯蔵タンク内部の圧力が上昇した場合にタンクに過度な圧力がか

からないようにするために設けるものである。 

安全装置には、単動式のものと複動式のものがある、単動式のものには排気弁が設け

られており、複動式のものには排気弁に加え、吸気弁が設けられている。 

（参考２）安全装置の構造例 

   例１ 複動式（排気弁開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （吸気弁開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２ 単動式 
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(ｱ) 安全装置の構造 

安全装置は、その機能が維持できるよう容易に点検整備ができ、かつ、点検した場

合に安全装置の作動圧力に変動をきたさない構造のものである。 

(ｲ) 安全装置の作動の圧力 

安全装置の作動圧力とは、タンク内部の圧力の上昇により当該装置の弁が開き始め

たときに当該装置に加わっている圧力をいうものである。 

(ｳ) 有効吹出し面積 

有効吹出し面積とは、タンク内部の圧力が有効に吹き出るために必要な通気の面

積をいうものであり、通常、安全装置の弁孔及び弁リフトの通気面積により算出す

るが、弁孔及び弁リフトの通気部分に限らず、その他の通気部分についても、その

通気面積が有効吹出し面積以下となってはならないものである。 

また、１つの安全装置では有効吹出し面積が不足する場合は、２つ以上の安全装

置によって確保しても差し支えないものであり、この場合は、それぞれの安全装置

の有効吹出し面積の合計が、所定の有効吹出し面積以上とする。 

なお、次により安全装置の各部位の通気面積を求め、このうち最小値となる部位

の通気面積を有効吹出し面積とし、規定値以上である。 

ａ 弁孔の通気面積は、次の計算式により算出する。 

         π 

      Ａ＝  ｄ2 ① 

            ４ 

         Ａ：弁孔の通気面積（ｃｍ２ 

 ） 

        ｄ：弁孔の内径（ｃｍ） 

 

ｂ 弁リフトの通気面積は、次の計算式により算出する。 

      Ａ1 ＝πｄｓ ② 

          Ａ1 ：弁リフトの通気面積（ｃｍ２ 

 ） 

        ｄ ：弁孔の内径（ｃｍ） 

        ｓ ：弁リフトの高さ（ｃｍ） 

 

ｃ 弁体側壁（スクリーン部分の窓）の通気面積は、次の計算式により算出する。 

          ａｂｎｆ 

      Ａ2 ＝  ③ 

                100 

       Ａ2 ：弁体側壁の通気面積（ｃｍ２ 

 ） 

      ａ ：弁体側壁の横の長さ（ｃｍ） 

      ｂ ：弁体側壁の縦の長さ（ｃｍ） 

      ｎ ：弁体側壁の数 

      ｆ ：スクリーンの空間率（％） 

 

 

 




